
部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

市民生活部 市民人権総務課 区役所広報・広聴・相談事務（本庁） 22,201 22,201 1

市民生活部 消費生活センター 消費者対策事業 73,258 73,115 2

市民生活部 消費生活センター 計量器検査事業 11,495 11,495 3

市民生活部 戸籍住民課 町名住居表示整備事業 19,532 19,324 4

市民生活部 戸籍住民課 戸籍住民基本台帳事務（本庁） 523,353 523,335 5

市民生活部 市民協働課 市民活動促進事業 23,999 23,429 6

市民生活部 市民協働課 NPO活動促進事業 10,287 9,904 7

市民生活部 市民協働課 赤十字・献血促進事業 450 450 8

市民生活部 市民協働課 自治会活動推進事業（本庁） 15,061 14,061 9

市民生活部 市民協働課 犯罪被害者等支援事業 1,572 1,572 10

市民生活部 市民協働課 地域会館整備事業（本庁） 1,043 1,043 11

人権部 人権企画調整課 人権企画調整経費 8,477 8,435 12

人権部 人権企画調整課 人権主担者研修事業 425 204 13

人権部 人権企画調整課 人権ふれあいセンター管理運営事業 259,947 259,882 14

人権部 人権企画調整課 同和・人権関係会議経費 1,116 974 15

人権部 人権推進課 人権啓発推進・人権相談事業 24,397 24,057 16

人権部 人権推進課 平和関連推進事業 17,006 16,644 17

男女共同参画推進部 男女共同参画推進課 男女共同参画政策関係事業 6,998 6,978 18

男女共同参画推進部 男女共同参画推進課 男女共同参画交流の広場運営事業 7,227 7,217 19

男女共同参画推進部 男女共同参画推進課 男女共同参画啓発関係事業 3,096 2,719 20

男女共同参画推進部 男女共同参画センター男女共同参画センター管理運営事業 98,081 97,437 21

男女共同参画推進部 男女共同参画センター女性教育振興事業 213 213 22

男女共同参画推進部 生涯学習課 生涯学習推進 944 944 23

男女共同参画推進部 生涯学習課 公民館管理 58,524 56,864 24

その他事業一覧



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

より効果的・効率的な相談窓
口の運営をめざし、検討を続
ける。

　R　～　R

法律相談業務委託料等

合計 22,396 22,201

関連事業：

その他　特記事項

・交通事故相談体制の見直し（H23）
・特別（サラ金）相談業務の見直し（H24）
・法律相談実施回数の見直し（H27）
・登記・測量相談実施回数の見直し（H31）

より効果的・効率的な相談
窓口の運営をめざし、検
討を続ける。

スケジュール（経過及び今後展開）

46

9

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：市民人権局　市民人権総務課

22,201

令和2年度予算額

21,735

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

22,396
事業名 区役所広報・広聴・相談事務（本庁）

法律相談業務

その他事務経費

事業

概要

　市民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりで
あり、ひいては市民生活の安定をめざすものである。

　市民が気軽に相談できる場として、各区役所に専門の相談
員による無料の相談窓口を設置する。

　≪法律相談≫
　堺区で週3回、美原区で週1回、他区で週2回実施
　13時～16時　予約制　先着6人（相談時間は1人25分）

　≪登記・測量相談≫
　堺区で月1回実施
　13時～16時　予約制　先着6人（相談時間は1人25分）

　市民が気軽に相談できる場として各区役所に無料相談窓
口を設け、市民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっか
けづくりの役割を果たし、安定した市民生活を送る手助けを
するため、所要の予算を要求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

登記・測量相談業務

市民相談員等研修業務

22,077

264 登記・測量相談業務委託料等

講師派遣手数料（2回分）46

21,883

264

8

基本計画
　施策番号

　 　

1



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：地域安全推進事業、高齢者見守り支援事業

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

第3期堺市消費者基本計画
に基づき施策を推進する。

　R　～　R

486

3,194

24,718

会計年度任用職員報酬・研修旅費等

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 73,382 73,258

その他　特記事項

第2期堺市消費者基本計画
に基づく施策の推進及び進
捗状況・課題等を踏まえ、第
3期計画の策定予定。

第3期堺市消費者基本計
画に基づき施策を推進す
る。

スケジュール（経過及び今後展開）

：市民人権局　消費生活センター

73,258

令和2年度予算額

70,811

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

73,382
事業名 消費者対策事業

消費生活相談事業

業者指導・立入検査の実施

事業

概要

救済を要する消費者への相談体制の充実、自立支援による
自己解決能力の向上、情報発信の拡充による被害の未然防
止、悪質な事業者への指導等を実施することで、市民の安全
安心なくらしの確保、くらしの質の向上を図る。

○消費生活相談事業
・専門相談員の配置・相談員スキルアップ研修・相談業務用
専門図書購入・弁護士等の専門家の知見見識の習得
○消費者教育・啓発事業
・市内中高生への啓発・小中教員向け研修・大学生向け啓
発・市内大型商業施設等における出張啓発・市民向け講座
等の開催・特殊詐欺被害防止電話パトロール・啓発物配布等
○消費生活審議会及び苦情処理委員会の運営
○業者指導・立入検査の実施

　消費者被害の未然防止に向けた啓発や注意喚起を継続的に行う
ため、様々な機会を捉えた啓発活動の実施や広報紙・ホームペー
ジ・SNS等の各種媒体を活用した情報発信及び消費生活センター
の認知度向上を図る。また、改正民法施行による成年年齢引き下
げに伴って懸念される若年者の消費者被害を防止するため、学校
園における教育カリキュラムとの連携促進や学園祭等での出張啓
発事業を継続展開していくための予算を要求するもの。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

消費生活センター運営関係経費

消費者教育・啓発事業
消費生活審議会及び苦情処理委員会の運営

35,900

9,084

会計年度任用職員報酬等

建物借上料等、運営関係消耗品等

講師謝礼、啓発関係消耗品・印刷製本費等

審議会、苦情処理委員会関係344

35,005

9,888

3,194

24,827

2



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

計量思想の普及啓発等

その他

7,194

42 ポスター購入、発送

会計年度任用職員報酬等3,630

7,865

0

事業名 計量器検査事業

特定計量器定期検査事業

事業

概要

消費者が商品購入に際して不利益を被らないために、適正
な計量器が使用されるように2年毎に行う定期検査、中元期・
歳末期に行う商品量目立入検査等の立入検査、計量思想の
普及啓発事業（正確で適正な計量を実施するために、事業者
や消費者の皆さんにその重要さを情報提供すること）を行
い、適正な計量の実施を確保する。

○計量法第19条に基づき、取引・証明に使用するはかり（特
　定計量器）の使用者は、2年毎に特定市が実施する定期検
　査を受検することが義務付けされており、所在場所検査（事
　業所において実施）と集合検査（小・中学校において実施）
　を隔年で実施。
○商品量目立入検査（内容量表記のある商品が表記どおり
　の量があるか、適正な計量器を使用しているかの検査）を
　実施。
○計量思想の普及啓発事業として、一日計量士、計量記念
　日にかかる各種媒体を活用した情報発信、出張啓発イベン
　トでの計量体験コーナー等を実施。

○定期検査について、所在場所検査を実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：市民人権局　消費生活センター

11,495

令和2年度予算額

10,534

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,604

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

3,368

合計 10,604 11,495

関連事業：

その他　特記事項

・(一社)大阪府計量協会に定期検査を委託
・指定定期検査機関の公募実施(平成30年
度～)
・商品量目立入検査、計量思想の普及啓発
等の事業を実施
・新任職員を長期研修へ派遣(令和元年度)

・指定定期検査機関に定期検査を委託
・指定定期検査機関の公募実施
・商品量目立入検査、計量思想の普及
啓発等の事業を実施

スケジュール（経過及び今後展開）

・指定定期検査機関に定期検査を委託
・指定定期検査機関の公募実施
・商品量目立入検査、計量思想の普及啓発
等の事業を実施
・計量室の移転

　R　～　R

委託料

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

報酬・費用弁償等

街区表示板（貼替用）等

住居表示台帳再製業務等

5,418

2,816

旅費・負担金

消耗品等

委託料等5,674

6,130

2,686

102

3,168

事業名 町名住居表示整備事業

街区表示板貼替業務等

指定都市住居表示連絡協議会定例会議

事業

概要

　住居表示事業や町界町名整理事業によって、わかりやすい
住所へと変更し、住民の日常生活上の利便向上を図る。
　区名の入った政令指定都市対応の町名・街区表示板の貼
り替えを行い、本市の地理に不慣れな方の訪問や、その他
日常生活上の利便を図る。

◎地番表示による住所のわかりにくさを解消することを目的
とした「住居表示に関する法律」に基づき、住所の整備を行
う。また、大規模開発等に併せた街区変更、町界町名整備、
飛地整理等を行う。
◎耐用年数を経過した町名・街区表示板の貼り替え、宅地開
発等で町名・街区表示板が不足している場所への新規取付
を行う。
◎住所決定事務を円滑に進めるために、年数経過により地
形変化や紙の老朽化が進行している住居表示台帳を再製す
る。

◎年数経過により地形変化や紙の老朽化が進行している住
居表示台帳を再製する。また、街区変更が生じた際の住居
表示台帳等の修正製図も行うことで、住所決定事務が正確
かつ円滑に進むようにする。
◎コロナ対策をしっかり行った上で街区表示板・町名表示板
の貼り替え等を行っていく。

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　戸籍住民課

19,532

令和2年度予算額

13,186

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

16,137

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

6,045

56

0

合計 16,137 19,532

関連事業：

街区表示板一斉貼替
住居表示台帳再製
住居表示実施（令和２年度末
予定）

街区表示板一斉貼替
住居表示台帳再製

スケジュール（経過及び今後展開）

街区表示板一斉貼替
住居表示台帳再製

　R　～　R

委託料等

1,7721,802 消耗品・旅費・コロナ対策費等

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：戸籍住民基本台帳事務（各区）、新住民記録総合システム

債務負担行為
要求額（千円）

コンビニ交付委託

改ざん防止用紙等印刷製本費

個人番号制度負担金

1,250

4,400

全証明書発行数の15％に増額

496,704

1,118

3,850

7,843

11,628

事業名 戸籍住民基本台帳事務（本庁）

消耗品費等

コンビニ交付運営負担金

事業

概要

・戸籍事務
　夫婦や親子関係などの身分関係を正確に記録し、公証することで、行政サービスの基礎の役割を担
う。
・住民基本台帳事務
　住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務の基礎となる住民記録の適
正な管理、住民の利便性の向上及び国や地方公共団体の行政の合理化に資する。
・印鑑登録事務
　印鑑（印影）を市町村の印鑑簿に登録して、必要なときは印鑑登録証明書により私人の権利関係を公
にする。

・戸籍事務
　提出された戸籍届出を審査・処分を決定し、届出に基づき戸籍を記載する。
　火葬をしようとする者に火（埋）葬許可証を交付する。
　戸籍の証明書を必要とする者に証明書を交付する。
・住民基本台帳事務
　住民から提出された住民異動届を受け付け、住民基本台帳に記録する。
　住民基本台帳の証明書を請求された場合は、住民基本台帳から写しを作成し交付する。
　外国人住民（中長期在留者及び特別永住者）の住所変更等や、出入国在留管理庁からの在留資格
等の通知を住民基本台帳に記録する。
・印鑑登録事務
　印鑑登録申請に基づき、印鑑登録を行う。
　請求に基づき、印鑑登録証明書を交付する。
・マイナンバーカード関連事務
　マイナンバーカードを交付する。
　コンビニ交付等で使用する電子証明書を発行する。
　住所変更や氏名変更等をマイナンバーカードに記載する。

コンビニ交付に係る委託料を拡充。
その他はおおむね実績に基づいた見込みでの要求額とし
た。

その他事務経費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

135,902

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

529,331

： 市民人権局　戸籍住民課

523,353

令和2年度予算額

496,704

7,843

9,791

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 529,331 523,353

その他　特記事項

・マイナンバーカードへの旧氏併記等開始。
・デジタル手続法や戸籍法の一部改正に対
応するためのシステム改修を開始。

住民基本台帳システムを
国が定める標準仕様書に
準拠したシステムへ移行

スケジュール（経過及び今後展開）

戸籍附票の記載事項追加と
住民票の突合作業開始（市
民課）

　R　～　R

2,2109,343

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

・市民活動コーナーに要する
経費のうち、委託料について
見直し
・大学間ネットワーク構築等
推進事業（３年目）

　R２　～　R４

旅費、事務用品、施設利用料

合計 23,129 23,999

関連事業：NPO活動促進事業

その他　特記事項

・H28　基本方針改正
・R1　大学間ネットワーク構
築等推進事業

・市民活動コーナー業務
の継続実施
・大学連携の推進継続

スケジュール（経過及び今後展開）

2,006

5,026

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

28,000

： 市民人権局　市民協働課

23,999

令和2年度予算額

20,951

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

23,129
事業名 市民活動促進事業

市民活動支援業務に要する経費

市民活動サポートセンター運営関係

事業

概要

市民活動団体等への各種支援を通じて、本市における市民
活動の活性化や多様な主体の連携・協働を促進することを目
的とする。

〇堺市市民活動コーナーの運営
　同コーナー（堺市総合福祉会館２階）にて、NPO法人の設立・運営
等に関する相談や専門家相談、個別サポートの実施、講座・セミ
ナーの開催、NPO活動に関連する各種情報の収集・発信、協働事
業のマッチングコーディネート等を実施。
〇大学間ネットワーク構築等推進事業
　大学の有する資源を、市民活動や地域、行政等の取組の中で活
用するための仕組みづくりとして、大阪府立大学と連携して市内及
び近隣大学とのネットワークの構築等を推進。
○堺市民活動サポートセンター
　同センター（堺市総合福祉会館２階）にて、市民活動団体の活動
拠点として、事務所、簡易事務所、会議室、活動資機材の貸し出し
等を実施。

　市民活動を促進するため、市民活動コーナーを継続して運
営するほか、市内大学間のネットワーク構築に向けて大阪府
立大学との委託事業を行う。また、市民活動サポートセン
ターについては業務体制等の見直しを実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

会計年度任用職員に要する経費（産育代替）

堺市市民活動コーナー運営経費

大学間ネットワーク構築等推進事業に要する経費

740

15,357

施設運営負担金

報酬、費用弁償等

委託料、施設借上料、回線使用料等

委託料2,006

511

15,357

3,820

2,305

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

NPO広報活動支援補助金

国主催会議等出張旅費

基金・寄附促進パネル展示費

210

85

事務連絡等に係る郵送料

NPO広報活動支援補助金

近畿ブロック会議参加旅費、大阪府、市会議参加旅費

寄附促進パネル展示等418

210

85

74

500

事業名 NPO活動促進事業

認定NPO専門家謝礼金等

事務連絡等郵送費

事業

概要

NPO法人への認証、認定等に関する事務など、特定非営利
活動促進法に基づく所轄庁業務を適正に執行する。また、市
内NPO法人の支援等を行い、公益的な活動の活性化などを
図る。

○特定非営利活動促進法に基づく所轄庁業務
　NPO法人の認証、認定等に関する事務の執行。
○堺市市民活動支援基金
　同基金を通じてNPO法人が自主的・自発的に取り組む公益的な活
動を支援。また、同基金の周知等を通じて寄附文化の醸成を図る。
○NPO広報活動支援補助金
　NPO法人の活動に対する市民の理解・協力を広げるために、NPO
法人が自ら取り組む周知活動の支援を実施。リーフレット作成等に
係る経費の一部を補助。
○市民活動パネル展示
　市民活動に関するパネル展示を開催。

前年度に引き続き、NPO法人の所轄庁業務の適正執行に取
り組む。また、補助金等を通じてNPO法人の活動支援を実
施。

市民活動支援基金補助金等

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　市民協働課

10,287

令和2年度予算額

12,329

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

18,677

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

608

74

700

合計 18,677 10,287

関連事業：市民活動促進事業

その他　特記事項

・H19　市民活動支援基金創設
・H30　寄付月間賛同パートナー参画
・R1　ＮＰＯ広報活動支援補助金創設
・R2　新型コロナウイルス感染症拡大
に伴い、ＮＰＯ法人への緊急支援金を
実施

・NPO広報活動支援補助金の見直
し

スケジュール（経過及び今後展開）

・NPO法人所轄庁業務の執行
・市民活動支援基金補助金、NPO広
報活動支援補助金の実施
・市民活動パネル展の実施

　R　～　R

認定NPO法人専門家謝礼金

9,00017,000 市民活動支援基金積立金、補助金

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

堺市献血推進協議会に対す
る補助を１０％縮減する。

　R　～　R

合計 500 450

関連事業：

その他　特記事項

施策の充実を図る。 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　市民協働課

450

令和2年度予算額

500

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

500
事業名 赤十字・献血促進事業

堺市献血推進協議会補助金

事業

概要

輸血血液の計画的な確保、献血思想の普及及びその推進を
図る。

〇堺市献血推進協議会補助金
安全な血液製剤の安定供給の確保及び、市民の献血への
理解と献血推進を図るため、校区自治連合会を中心とした市
民で構成する堺市献血推進協議会の活動に対し、補助金を
交付。

経費縮減を図りながら、事業を継続する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

500 450
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

その他

掲示板設置補助金
自治会加入促進に関する調査等

4,467

3,441

報償費、補助金等

報償費、役務費

37,000×93基

アンケート調査等2,100

4,496

3,441

4,300

724

事業名 自治会活動推進事業（本庁）

自治会活動推進補助金

地域コミュニティ推進関係

事業

概要

自治会活動をはじめとする地域活動を支援することにより、
地域の結束力の強化を図り、市民参加・市民協働による明る
く住みよい、安全な地域コミュニティの形成や、住民相互の共
助による災害に強い地域社会の実現に向けた各種取組の活
性化を図る。

・市内の自治会活動の促進を図るため、堺市自治連合協議会の活動に対し
自治会活動推進補助金を交付。
・自治会が所有又は管理する防犯灯、防犯カメラ、掲示板に関する施設賠償
責任保険にかかる総合調整を行う。
・防犯灯電気料金の支援制度にかかる総合調整を行う。
・堺市社会福祉協議会が実施する「街かどの掲示板設置事業」に対し、補助
金を交付。
・地域の課題解決等を図るため、先駆的な取組に対し補助金を交付。

〇自治会への加入促進に向けて、アンケート調査を実施す
る。
〇ネット動画配信サービスを活用して、自治会活動の促進に
向けたオンラインセミナーを実施。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　市民協働課

15,061

令和2年度予算額

9,851

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

9,576

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

0

1,668

合計 9,576 15,061

関連事業：地域安全推進事業

その他　特記事項

自治会施設賠償責任保険補
助金の創設、運用開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

自治会加入促進に関するア
ンケート調査等の実施

　R　～　R

9円×住基世帯数+10,000円×校区数
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：地域安全推進事業（本庁・各区）

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

一時避難住宅制度

カウンセリング委託事業

800

118

展示パネル、謝礼金、会場使用料等

寝具、備品等

委託料（事前ヒア5回分、カウンセリング10回分）149

708

118

597

事業名 犯罪被害者等支援事業

日常生活支援制度

講演会等啓発事業

事業

概要

犯罪被害者やその家族等に対して、被害後の生活回復に向
けた適切な支援や情報提供を実施する。また、犯罪被害者
等の置かれた状況について正しく理解を得られるよう広報啓
発を実施することで、誰もが安心して暮らせる社会の実現を
めざす。

・犯罪被害者等支援総合相談窓口を設置し、相談内容に応じた支
援施策等の提供や関係機関への引継ぎを実施している。また、犯
罪被害により自宅に住むことができなくなった方への一時避難住宅
の提供や、精神的被害の大きい犯罪被害者や遺族等に対して専門
カウンセラーによるカウンセリングを実施している。
・令和元年度からは日常生活支援制度を開始し、犯罪行為により日
常生活に支障が生じた被害者等に対して、日常生活の安定を図る
ため、食事の配達を行う配食サービスや家事の支援を行うホームヘ
ルプサービスを実施している。
・犯罪被害者等の置かれている状況や支援の必要性について理解
を深めてもらうため、市民や事業者等を対象に講演会や啓発活動を
実施している。

前年度に引き続き、日常生活支援制度（ホームヘルプサービ
ス・配食サービス）、一時避難住宅の提供、心理カウンセリン
グを実施し、犯罪被害者等のアフターケアを行う。
また、生命のメッセージ展等を通じ、犯罪被害者等の置かれ
ている状況や支援の必要性に対する理解を深め、社会的認
知度の向上に努める。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　市民協働課

1,572

令和2年度予算額

395

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,756

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

149

689

合計 1,756 1,572

その他　特記事項

H23.4月～総合相談窓口の設置、
H25.4月　条例施行・支援施策開始、
H26～支援施策の継続、広報・啓発の
充実、
R1　支援施策の拡充。

国や他市の動向に注視し
ながら、適切な支援施策
を検討。

スケジュール（経過及び今後展開）

国や他市の動向に注視しな
がら、事業を継続実施。

　R　～　R

ホームヘルプ・配食サービス
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：自治会活動推進事業、地域安全推進事業

大規模改修等に係る制度の
拡充、継続実施

　R　～　R

合計 1,100 1,043

その他　特記事項

・昭和55年度整備費補助要綱制定
・平成2年度用地購入要綱制定
・平成10年度大規模改修補助要綱
制定

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　市民協働課

1,043

令和2年度予算額

202,500

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,100
事業名 地域会館整備事業（本庁）

公共施設等特別整備基金積立

事業

概要

地域住民の自主的な地域活動を促進するため、小学校区ご
とに地域のコミュニティ活動の拠点施設となる地域会館を整
備することにより、地域住民の文化の向上と福祉の増進を図
る。

〇校区自治連合会が地域会館の新築・建替えを行う場合、
　 建設工事費に対して補助を実施。
〇校区自治連合会が地域会館の大規模改修を行う場合、
 　改修工事費に対して補助を実施。
〇用地購入制度において、地域会館単独整備では、200㎡
 　までの用地を市が購入し、校区自治連合会に無償貸与す
　 る。

長年、建設コストの上昇に対応していない状況であることか
ら、地域の負担軽減を図り、施設の改修を促進するため、大
規模改修補助の上限額等の拡充を図る

事業費（千円）

主な要求内容
項目

債務負担行為
要求額（千円）

1,100 1,043

期間

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

堺人権擁護委員協議会負担金

大都市人権施策主管者会議
人権・同和関係資料の購入、配布

334

148 参加旅費・負担金等
1,096

195

22

3,007

1,217

事業名 人権企画調整経費

人権関係会議、研修会等参加

会計年度非常勤職員報酬等

事業

概要

　平和と人権を尊重するまちづくりを推進するため、市民の人
権に関する意識の現状を把握し、今後の人権施策の方向性
を明らかにする。また、市内外の人権関係機関との連絡調
整、情報交換を行い、総合的に人権施策を推進する。

・市内外の人権関係機関等との調整、研修会等への参加
・人権意識の向上や新たな人権課題について研究するため
　の人権・同和関係資料の購入・配布
・国の委託事業として、本市と人権擁護委員が中心となり、小
　学生を対象に「人権の花」運動を実施
・堺市人権擁護委員協議会の活動への支援及び負担金の支
　出
・人権施策推進計画の策定

・人権施策推進計画の策定に関する費用を計上

・令和2年度までの「人権相談ネットワーク事業」を「人権啓発
　推進・人権相談事業」及び「人権企画調整経費」へ再編

人権の花運動

人権意識調査

人権施策推進計画策定

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：市民人権局　人権企画調整課

8,477

令和2年度予算額

7,876

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

11,124

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

31

249

1,419

3,007

1,221

新型コロナウイルス感染症対策

その他　

合計 11,124 8,477

関連事業：

その他　特記事項

・平成26年度
　人権施策推進計画の策定
・令和2年度
　人権意識調査実施

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

・人権施策推進計画の策定
・市内外の人権関係機関との連絡
　調整、情報交換
・人権の花運動の実施
・研修会等への参加

　R　～　R

参加旅費・負担金等

支援業務等

調査業務等

350

2,310

350

0

4,300

0

345

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業休止。

オンライン等研修手法を見直
して実施する。

　R　～　R

講師謝礼金、会場借上料等

合計 1,340 425

関連事業：人権啓発推進・人権相談事業

その他　特記事項

昭和47年より同和主担者として各所属より
選出された職員を対象に、人権研修を実
施。現在は、人権主担者に名称を変更し、平
成26年度からは任期を3年から2年とした。

2年任期で継続的に実施
を予定。

スケジュール（経過及び今後展開）

350

370

335

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：市民人権局　人権企画調整課

425

令和2年度予算額

990

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,340
事業名 人権主担者研修事業

全体研修

班別研修

事業

概要

　各職場において人権意識の向上と人権問題に関しての指
導・助言ができる人権指導者を養成し、職員自ら人権に関す
る学習を行い、すべての施策を平和と人権を尊重する視点を
もって実施できるようにする。

　人権主担者が、同和問題をはじめとする人権課題の解決に
取り組むことを目的に、人権指導者としての人権意識の向上
を図るための研修を行う。
　人権主担者を経験年数別にグループ分けし、それぞれ班を
編成して様々な人権課題について意見交換を行うとともに、
研修の目標に従って班ごとにテーマを定め、自主研修を実施
する。

　これまで集合形式で行っていた研修をICTを活用したオンラ
イン研修に変更するなど研修方法を工夫することで、会場使
用料及び委託料を削減する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他

Aグループ研修

Bグループ研究発表会

184

101

施設入館料、ガイド料等

研修資料、研修参加負担金等

講師謝礼金、会場借上料等

会場運営委託料等0

0

89

221

115

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

債務負担行為
要求額（千円）

施設修繕費

その他

265,778

2,913

169

259,778

0

事業名 人権ふれあいセンター管理運営事業

人権ふれあいセンター指定管理料

事業

概要

　同和問題をはじめ、すべての人権問題の速やかな解決に
資するため、人権教育及び人権啓発並びに市民交流を推進
することにより、市民の福祉の向上を図る。

人権ふれあいセンターにおける事業運営及び施設の維持管理業務。
・相談事業
　市民の自立支援・人権問題の解決に資するための総合生活相談（福祉、進
　路等）、人権相談等を実施。
・啓発事業
　舳松人権歴史館に人権資料・図書室を併設し、人権問題の総合的な理解
　促進と啓発を実施。
・交流事業
　市民相互の交流促進のため、スポーツ交流事業、文化交流事業（識字事
　業・講習事業）、青少年交流事業等を実施。
・施設維持管理業務
　利用者が安全・安心に利用できるよう、適正に施設を維持管理。

　人権ふれあいセンターの事業運営、施設維持管理業務に
おける指定管理料を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：市民人権局　人権企画調整課

259,947

令和2年度予算額

268,625

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

269,059

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

368

合計 269,059 259,947

関連事業：

その他　特記事項

平成26年度　一部指定管理者制度導入
平成27年度　屋内施設の開設に伴い指定管理者制
度へ全面移行
平成30年度　屋外施設を含めた指定管理者制度の
実施
令和元年度　第2期指定管理者による管理運営の開
始

第2期指定管理者による
管理運営
第3期指定管理者選定に
向けた準備

スケジュール（経過及び今後展開）

第2期指定管理者による管理
運営

　R　～　R

14



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

委員報酬（408千円）筆耕翻訳料（53千円）その他（11千円）

合計 1,244 1,116

関連事業：

その他　特記事項

・同和行政協議会については昭和52年に設置以後、答申7件、意

見具申１件。

・同和行政推進委員については昭和60年に設置以後、必要に応じ

て会議を開催。

・人権施策推進審議会については平成19年に条例施行、審議会

設置。

それぞれ会議開催の経費であることから事務事業を統合し、継続

実施。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

569

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：市民人権局　人権企画調整課　

1,116

令和2年度予算額

464

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,244
事業名 同和・人権関係会議経費

同和行政協議会の開催

事業

概要

　本市における同和問題の解決を総合的かつ効果的に促進するこ
とを目的として、堺市同和行政協議会を置く。
　同和問題の早期解決に向け、本市における同和行政のより効果
的な推進に資するため、堺市同和行政推進委員を置く。
　また、平和・人権尊重社会の実現に向け、平成19年に施行した
「堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例」の規定に基づき、総合
的な人権施策を推進するため、堺市人権施策推進審議会を設置す
る。

・同和行政協議会の開催
　同和問題の解決のための施策について、調査、協議、並びに審議
等を行う。

・同和行政推進委員会議の開催
　同和問題の早期解決に向け、本市における同和行政のより効果
的な推進に資するため、必要に応じて会議を行う。

・人権施策推進審議会の開催
　堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例及び人権施策推進計画
や人権施策の実施状況について審議等を行う。

　同和問題をはじめとする様々な人権課題に対し、本市とし
ての対応のあり方などを審議するため、継続して要求するも
のである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

同和行政推進委員会議の開催

人権施策推進審議会の開催

485

190 委員報酬（123千円）筆耕翻訳料（60千円）その他（3千円）

委員報酬（368千円）その他（90千円）458

472

186

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

要求額（千円）

備品購入費

平和と人権展
人権教育セミナー・多文化共生セミナー

978

1,652

報酬、通勤費、期末手当等

人権啓発ビデオ・DVD購入

会場借上、会場設営等委託等

講演、映画上映会等849

1,064

1,631

7,286

600

事業名 人権啓発推進・人権相談事業

憲法週間・人権週間

会計年度非常勤職員等報酬

事業

概要

   人権擁護都市として、平和と人権の大切さを広く市民に伝
え、同和問題をはじめ、全ての人権課題の解決に向けて人
権意識の向上や、多文化共生の心を育むことで、人権尊重
社会を実現する。
　市民相談員及び相談担当職員の資質向上を図り、市民の
相談を傾聴し、的確に助言・情報提供ができるようにする。

○憲法週間・人権週間
　 映画上映会、街頭啓発活動、街路灯吊幕等による市民啓発。
○平和と人権展
　 大規模商業施設において人権啓発のパネル展を開催。
○人権教育セミナー
　 様々な人権をテーマに講演会や映画会を開催。
○多文化共生セミナー
　 社会情勢を踏まえたテーマで参加体験型セミナーを開催。
〇堺市人権教育推進協議会への補助
　 各種人権啓発活動を実施する市民団体へ補助。
〇人権相談
　 人権に関する様々な相談に対応。

〇令和2年度までの「人権啓発推進事業」 の名称を「人権啓発推
　進・人権相談事業」へ変更し、「人権相談ネットワーク事業」を「人
　権啓発推進 ・人権相談事業」及び「人権企画調整経費」へ再編す
　る。
〇相談担当者を対象に研修等を実施し、資質向上を図る。
〇新型コロナウイルス感染症に関連する人権問題を含め、様々な
　 人権について啓発活動を実施する。

負担金・補助金

人権相談研修関係

堺市人権教育推進協議会事業補助金等

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　人権推進課

24,397

令和2年度予算額

28,526

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

31,810

新型コロナウイルス感染症対策

その他

合計 31,810 24,397

関連事業：人権主担者研修事業

その他　特記事項

憲法週間、人権週間、平和と
人権展、人権教育セミナー、
多文化共生セミナーを開催

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

40

映画上映会、街頭啓発活動等　

堺市人権教育推進協議会事業への補助金

553

11,752

人権啓発・人材育成事業市町村分担金等

61

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

人権相談ネットワーク事業を人
権啓発推進・人権相談事業及
び人権企画調整経費へ再編
事業の継続実施

旅費、消耗品、郵送料等

　R　～　R

575

16,755

61

0

723 561

958

9,568

540

債務負担行為

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

〇平和と人権資料館
事業の継続実施

〇自由都市・堺　平和貢献賞
第8回平和貢献賞選考委員
会

　R　～　R

消耗品費、委託料等

95

100

136

100

0

分担金、出張旅費等

74その他

合計 19,551 17,006

関連事業：

その他　特記事項

〇平和と人権資料館
平成6年　同館設置
平成18年　同館リニューアル
令和2年　同館展示物更新

〇自由都市・堺　平和貢献賞
令和2年
  第7回平和貢献賞 授賞式

〇平和と人権資料館
事業の継続実施

〇自由都市・堺　平和貢
献賞
第8回平和貢献賞授賞式

スケジュール（経過及び今後展開）

消耗品費、通信運搬費等

362

117

5,470

7,298

1,534

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　人権推進課

17,006

令和2年度予算額

15,075

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

19,551
事業名 平和関連推進事業

平和と人権資料館

　　　施設保守管理等

事業

概要

　 非核平和都市宣言の趣旨を踏まえ、戦争の悲惨さ、平和
の尊さ、人権尊重の大切さを訴え、また次世代に伝えること
で、平和と人権を尊重する社会の実現を図る。

○平和と人権資料館運営
・常設展示：人権、環境、平和ゾーンで構成。さまざまな機器を使い、体感型
　　　　　　　 の展示を実施。
・企画展示：人権、環境、平和に関するテーマで3か月ごとに、年4回開催。
・啓発ビデオや資料パネルの貸出し。

○自由都市・堺　平和貢献賞
　平和貢献活動を行った団体を国内の有識者、学術機関等から推薦してもら
い、有識者らで構成する選考委員会の意見を踏まえて、市長が授賞団体を
決定し、表彰。(2年に1回)

○戦争体験者が少なくなる中、戦争の記憶を風化させないよ
　う、市民にとって、魅力ある、啓発効果の高い企画展示を実
　施する。
○第８回平和貢献賞に向け、より市民に身近な賞になるよ
　う、本市と深いつながりがある団体を授賞対象とする等の
　見直しを行ったうえで、授賞団体の選考を行う。

日本非核宣言自治体協議会関係経費

新型コロナウイルス感染症対策

国際平和人権基金積立金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

自由都市・堺　平和貢献賞

　　　会計年度非常勤職員等報酬

　　　人材派遣等

4,939

保守管理、清掃業務等

選考委員会の開催等

報酬、通勤費、期末手当
6,192

5,100

4,983

57

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(6) 4-(8) 5-(5) 　

・男女共同参画プランとＤＶ防止基本計画の
推進、苦情・相談処理制度の運用
・（仮称）第5期さかい男女共同参画プランの
策定
・セーフシティさかい推進会議の開催、取組
の推進

　R　～　R

報酬・交通費

900732 旅費、役務費等

合計 10,840 6,998

関連事業：

その他　特記事項

・男女共同参画プランとＤＶ防止基本計画の
推進、苦情相談処理制度の運用
・市民意識・実態調査の実施
・堺セーフシティ・プログラムの推進

・（仮称）第5期さかい男女共同参画プラ
ンの推進、苦情・相談処理制度の運用
・セーフシティさかい推進会議の開催、
取組の推進

スケジュール（経過及び今後展開）

180

4,327

3,300 41

（単位：千円）

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　男女共同参画推進課

6,998

令和2年度予算額

3,465

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,840
事業名 男女共同参画政策関係事業

会計年度任用職員（短期臨時職員）

新プラン策定関連経費等

事業

概要

堺市男女平等社会の形成の推進に関する条例の効率的な運用と、
それに基づく第4期さかい男女共同参画プラン及びDV防止基本計
画の各取組の進捗管理を適切に行い、各取組を効果的に推進する
ことで、男女平等社会の実現を図る。また、令和元年度で計画期間
が終了した「堺セーフシティ・プログラム」の取組と実績をふまえなが
ら、女性や子どもをはじめすべての人が安心して暮らすことができる
社会の実現をめざす。

〇第4期さかい男女共同参画プラン（改定）の推進・進捗管理
〇第2次ＤＶ防止基本計画の推進・進捗管理
〇堺市男女平等推進審議会・庁内委員会等の開催
〇苦情相談処理制度の運用
〇審議会等の女性委員の比率を4割に高めるための事前協
　議
〇（仮称）第5期さかい男女共同参画プランの策定
〇セーフシティさかい推進会議の開催、取組の推進

・令和2年度に実施した市民意識・実態調査の結果等をふまえ、令和3年度
は、（仮称）第5期さかい男女共同参画プランの策定に係る予算を要求する。
なお、第4期さかい男女共同参画プランとＤＶ防止基本計画を一本化して策定
することで、コスト削減と効率的な進捗管理を行い、男女共同参画及びDV防
止に関する施策を一体的に推進する。
・セーフシティさかい推進会議の開催に要する予算を要求する。
・令和3年度より事務事業の見直しを行い、堺市男女平等社会の形成の推進
に関する条例推進事業、堺セーフシティ・プログラム推進事業（うち啓発にあ
たるものを除く）を男女共同参画政策関係事業と統合する。

その他経費

事業費（千円）

主な要求内容

項目

債務負担行為
要求額（千円）

セーフシティさかい推進関連経費

堺市男女平等推進審議会

堺市男女平等相談委員

1,933

368

委託料等

会議出席謝礼10,200円×2人×2回

委員報酬10,200円×10人×5回

委員報酬20,000円×3人×3回180

2,167

510

3,200

期間
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

令和3～5年度まで3年間の
委託契約を締結予定。

　R　　～　R

委託料等

合計 7,064 7,227

関連事業：

その他　特記事項

平成12年度に開設し、業務
委託開始。平成31年度～令
和2年度までの委託契約を締
結。

業務の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　男女共同参画推進課

7,227

令和2年度予算額

6,907

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

7,064
事業名 男女共同参画交流の広場運営事業

男女共同参画交流の広場運営業務等

事業

概要

男女共同参画社会の実現に向けて活動する個人やグループ
の活動支援を行い、相互交流を促進することを目的としてい
る。また、同広場で実施している悩みの相談事業は、日々の
暮らしの中で不安や悩みを抱えている人が、その不安や悩
みを相談し、気持ちや感情を整理することでいきいきと自分ら
しく生きていくきっかけをつかむための相談先を確保すること
を目的とする。

〇男女共同参画に関する情報の収集・発信、図書やDVD等の貸出
〇悩みの相談（カウンセリング）事業の実施
・女性カウンセラーによる「女性の悩みの相談」（面接）
・男性カウンセラーによる「男性の悩みの相談」（面接・電話）
〇男女共同参画社会の実現に向けて活動する個人やグループの
　 活動支援
〇DV被害からの回復を図る「DV被害者サポートグループ」事業の
　 実施

悩みの相談事業、DV被害者サポートグループ事業、ひろば
だよりの発行等を継続実施するため、令和3年度から3年間
の債務負担行為により、広場の運営に係る委託料を要求す
る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他経費

6,820

244 郵便料、研修用ＤＶＤ新規購入費等

7,035

192

基本計画
　施策番号

2-(6) 4-(8) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

謝礼金・印刷製本費・会場使用料等

印刷製本費等

印刷製本費等

50

356

講師謝礼金等

講師謝礼金等

内容・積算等

54

その他

合計 4,132 3,096

関連事業：

その他　特記事項

固定的な性別役割分担意識を見
直し、すべての分野への男女共
同参画の推進と暴力の根絶のた
めの啓発事業を実施

事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続

講師謝礼金等

要求額（千円）

印刷製本費等

2,368

局・課名

　R　～　R

： 市民人権局　男女共同参画推進課

3,096

令和2年度予算額

993

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,132
事業名 男女共同参画啓発関係事業 事業費（千円）

事業

概要

男女共同参画社会の実現に向け、市民に対し、様々な機会
を通じた啓発活動を行うことにより、ジェンダーに敏感な意識
を醸成し、また、地域における男女共同参画をより一層推進
する。DV・デートDV・性暴力等については、被害者にも加害
者にもならない意識啓発を行い、暴力のない社会の実現を図
る。

〇固定的な性別役割分担意識を見直し、すべての分野への
　男女共同参画の推進と暴力の根絶のため、「さかい男女共
　同参画週間」や「デートDV等予防出張セミナー」、「オレンジ
　&パープルリボンキャンぺーン」等の啓発事業を継続して実
　施する。
〇「男女共同参画リーダー養成講座」や「暴力防止に向けた
　人材養成講座」、「男女共同参画推進会議」、「講師派遣事
　業」により、地域で男女共同参画を推進する人材の養成と
　活動の促進を図る。

各取組について実施内容や情報発信手法等の見直しを図
り、コスト削減しながら、継続して実施する。
なお、これまでの、さかい男女共同参画週間事業、DV等防止
啓発事業、男女共同政策関係事業（うち啓発にあたるもの）、
堺セーフシティ・プログラム推進事業（うち啓発にあたるもの）
を統合し、新たな事務事業「男女共同参画啓発関係事業」と
した。

デートDV講座（PTA向け）

大学学園祭での啓発

オレンジ&パープルリボンキャンペーン

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）

1,165

126

149

197

2年度予算 3年度要求額

270男女共同参画リーダー養成講座

債務負担行為

さかい男女共同参画週間

106

497

566

講師謝礼金等

講師謝礼金等

交通費1,000円×10人×8回80

デートDV等予防出張セミナー

講師派遣事業

堺市男女共同参画推進会議 80

288男女共同参画推進課だよりWindy

126

148

943947

87

基本計画
　施策番号

2-(6) 4-(8) 5-(5) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

4-(8) 　 　

館内設備改修工事

　R　～　R

8,7627,863

合計 119,618 98,081

関連事業：

その他　特記事項

館内設備改修工事 館内設備改修工事
令和5年度指定管理導入

スケジュール（経過及び今後展開）

69,554

10,595

26,895

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 市民人権局　男女共同参画センター

98,081

令和2年度予算額

122,620

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

119,618
事業名 男女共同参画センター管理運営事業

主催事業講師謝礼等

施設管理委託等

事業

概要

　男女共同参画社会の実現に向けて、市民が学習により資
質・技術・文化を高め、女性の地位向上と社会参画を図るも
のとして、開館当初から発展的・継続的に男女共同参画推進
に係る事業を実施している。固定化された男女の役割にとら
われず、その個性と能力を十分に発揮し、すべての分野にお
いて男女が対等に参画できる男女共同参画社会の実現を図
る。

　
　人権問題やDV・児童虐待防止対策などの講演会やシンポ
ジウム等を実施する。また、市民の自己研鑽・自己実現に向
けた講座や、地域社会のリーダーとして参画・活躍するため
の学習等を行う。
　　・堺 自由の泉大学
　　・コクリコさかいのつどい
　　・女と男のエンパワーメント講座
　女性差別問題、生活問題、健康医療等に係る各種相談業
務を行う。
　貸館業務、情報図書の閲覧・貸出及び施設維持管理等を
行う。

　施設の老朽化に伴う改修経費を要求する。

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

館内設備改修工事等

光熱水費
堺自由の泉大学企画運営・相談業務等

350

4,361

施設清掃・施設保守点検等

内部改修工事等

52,320

287

4,361

12,438

19,913
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

4-(8) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

研修参加負担金

研修旅費

消耗品費

67

6

27

67

6

90

23

事業名 女性教育振興事業

女性教育講演謝礼

上映権付啓発用ＤＶＤレンタル料

事業

概要

女性教育により資質・技術・文化などの講座を実施すること
で、女性の地位向上と社会参画を図る。

女性の就職・社会参加支援に関する講座
女性の地位向上に向けた啓発講座

女性を対象とした就職・社会参加支援に関する講座の実施
に伴う経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　男女共同参画センター

213

令和2年度予算額

133

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

214

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

27

90

24

合計 214 213

関連事業：

その他　特記事項

平成30年度教育委員会から
事業移管、補助執行

事業継続
令和5年度指定管理導入

スケジュール（経過及び今後展開）

事業継続

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

生涯学習交流まつり（協働事業）

生涯学習サポーター養成講座

生涯学習まちづくり出前講座

92

210

消耗品費、通信運搬費等

印刷製本費等

講師謝礼金等

印刷製本費、通信運搬費245

247

94

283

29

事業名 生涯学習推進

生涯学習支援計画懇話会

生涯学習情報の提供等

事業

概要

生涯学習施策の推進は、様々な課題解決につながるもので
あり、堺市生涯学習支援計画に基づき、市民の主体的な生
涯学習活動を支援する。

（1）生涯学習情報の提供・学習相談の実施
（2）講座の実施
　・生涯学習まちづくり出前講座
　・生涯学習サポーター養成講座
（3）生涯学習市民団体との各種協働事業の実施

市民の主体的な活動を支援するため、引き続き学習相談や
生涯学習市民団体との協働事業を推進するための費用を要
求する。
令和3年度末策定予定の次期生涯学習支援計画について、
懇話会による有識者の意見聴取を行う。

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　生涯学習課

944

令和2年度予算額

888

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,298

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

419

294

96

合計 1,298 944

関連事業：

その他　特記事項

・懇話会開催（1回）
・生涯学習に関する市民意
識調査実施

・事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

・懇話会開催（4回）
・計画策定

　R　～　R

委員謝礼金等

46187 旅費、消耗品等

基本計画
　施策番号

3-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

施設維持管理委託料

光熱水費

施設等修繕料

29,609

7,650

通信運搬費、ごみ手数料、施設賠償責任保険

清掃、機械警備等

電気、ガス、水道料金

施設・物品修繕1,970

26,180

7,338

785

9,133

事業名 公民館管理

施設管理人件費（月額・時間額）

役務費

事業

概要

公民館は市民の身近な学習施設として、乳幼児から高齢者
まで幅広い世代に校区を超えて利用されており、生涯学習の
推進と地域コミュニティの活性化に寄与することを目的として
管理運営を行う。

市内6館（錦西・八田荘・東百舌鳥・福泉・金岡・新金岡）の公
民館において、貸館事業を実施。市民の自主的な学習活動
を支援するための施設として、年間延べ15万人以上に利用さ
れている。
【開館日時】
火～日曜日、9時～21時（錦西・八田荘・福泉は日曜17時ま
で）
【休館日】
月曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日（その日
が月曜にあたるときは火曜日）、年末年始）

公民館は多数の市民が利用する公共施設であり、耐震補強
工事や外壁調査等市民の安全・安心に係る経費を要求す
る。
また、法令で定められた各種点検業務に係る経費を要求す
る。

施設工事、耐震補強工事等

その他

負担金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 市民人権局　生涯学習課

58,524

令和2年度予算額

44,621

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

52,312

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

1,370

2,000

743

8,433

合計 52,312 58,524

関連事業：

その他　特記事項

平成30年度：福泉公民館耐
震診断実施
令和2年度：福泉公民館耐震
補強工事設計

金岡公民館外壁改修

スケジュール（経過及び今後展開）

福泉公民館耐震補強工事
金岡公民館外壁打診調査

　R　～　R

会計年度任用職員報酬・期末手当・通勤費

青少年センター光熱水費等負担金、防火管理者講習

消耗品（コロナ対策含）、AED借上等

11,240

508

2,600

514

763

施設工事、耐震補強工事、工事監理等

基本計画
　施策番号

3-(4) 　 　
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